
誓 約 書           

 

 

 

株式会社日本政策金融公庫 御中 

 

 

 

 今般、当浴場に係わる融資を申し込むにあたり次のことを誓約します。 

 当浴場につきましては、当該融資期間を通じて下記法人の公衆浴場経営の用に供します。 

 

令和   年   月   日 

 

 

住   所 

 
 

氏 名                              

 

 

記 

 

 

浴場所在地 

 

 

 

法 人 名      

 

 

 

同 所 在 地      

 

 

 

 

 

 

 

 

（国民生活事業取扱） 



   年   月   日 

株式会社 日本政策金融公庫 御中 

 

住     所 

商号又は法人名 

申込人又は代表者名 

 

 

 

福祉増進関連事業施設に係る事業計画書 
 

 

 

１．資金使途（右欄の「該当有無」に○を付けてください。） 

資金区分 施設・設備名 該当有無 

高齢者等対応施設・設備 

① 高齢者等対応営業施設・設備 有・無 

② 移送用車両 有・無 

③ 子育て支援対応施設 有・無 

訪問サービス対応施設・設備 
① 移動用営業施設・設備 有・無 

② 訪問サービス専用営業施設・設備 有・無 

 

 

２．計画内容等（計画の目的や内容を具体的に記入してください。） 

 

 

 

 

 

 

３．投資計画（今回の資金使途に係る内容を全て記入してください。）        （単位：万円） 

投 資 計 画 資 金 調 達 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合計額                万円 合計額               万円 

 

 



新型コロナウイルス感染症の発生による影響に関する確認資料 
 
○対象業種： 飲食店営業 喫茶店営業 旅館業  
        （該当するものに○をつける） 
 
１ 新型コロナウイルス感染症の発生による影響内容 
  該当するものに「レ」を付ける（複数選択可）。 
□ 修学旅行、観光旅行客の団体予約がキャンセルとなった。 

□ 観光旅行客の来店客数が減少した。 

□ 出張等ビジネス客の減少から来店客数が減少した。 

□ 周辺地域で感染例が出たため人通りが減少し、来店客数が減少した。 

□ 外出を自粛する等で予約がキャンセルとなった。 
□ 外出を自粛する等で来店客数が減少した。 
□ その他 

 

（注）「その他」に該当する場合、具体的な影響内容について〔  〕内に記載する。 
 
２ 売上高の状況 

 
影響を受けた時期の売上高の状況（注１）   最近の売上高の状況（注２） 

影響を受けた月の前月 
（   月） 

影響を受けた月 
（   月） 

 前々月 
（   月） 

前 月 
（   月） 

最近１ヵ月 
（   月） 

本年の売上高 
【Ａ】 千円 千円  

① ② ③ 

千円 千円 千円 

前年又は前々年 
【Ｂ】（注 3） 千円 千円 

 

千円 千円 千円 

減少率 
（１－Ａ／Ｂ）×１００ ％ ％ 

 
％ ％ ％ 

【留意事項】 
（注１）「最近の売上高の状況」欄の各月と重複する場合は、記載を省略して差し支えない。 
（注２）１ 本欄の各項目については、必ず記載すること。 

２ 「最近１ヵ月」の「減少率」が１０％未満の場合、衛生環境激変特別貸付の適用はできない。 
（注３）１ 営業歴が１年未満の場合は、「前年又は前々年同月」に代えて「最近１ヵ月を含む過去３ヵ月

の売上高の平均額〔（①＋②＋③）÷３〕」を記入する。 
    ２ 営業歴が３ヵ月に満たない場合は、衛生環境激変特別貸付の対象とならない。 
 

 
令和  年  月  日 
 
             商 号 又 は 法 人 名                   

             所 在 地                   

             申込人又は代表者名                  

 



令和  年  月  日 
株式会社 日本政策金融公庫 御中 

住     所 
商号又は法人名 
申込人又は代表者名 

雇用維持・拡大計画書 

１ 事業の現況 
業   種 

（事業の内容） 
 

２ 雇用を維持・拡大するための取組み 
  雇用の維持・拡大を図るため、次の取組み（次表の「レ」印を付けたもの）を行います。 
取組事項（注） 具体的内容（注） 

□財務面 
□経費削減 □製造コスト削減 □借入金削減 
□在庫圧縮 □その他（                ） 

□業務面 
□販路拡大 □新市場進出 □研究開発 
□新規投資 □その他（                ） 

□労務面 
□人材育成 □役員報酬カット  
□ その他（                          ） 

□その他 □（                              ） 

（注）「取組事項」及び「具体的内容」にそれぞれ、一つ以上「レ」印を付けてください。 

３ 雇用の維持・拡大の効果 
  次表のとおり雇用の維持・拡大を図ります。 

借入申込日時点の従業員（注１）数 融資日からおおむね６ヵ月後の従業員数（注２） 

名 □借入申込日時点の従業員数を維持 
□借入申込日時点の従業員数から（  ）名増加 

□ 設備資金貸付利率特例制度（東日本版）の適用を受けるにあたり、福島復興再生特

別措置法（平成 24 年法律第 25 号）第 27 条に定める避難指示・解除区域が所在した市

町村（注３）において、雇用の維持・拡大を伴う設備投資を行います。 
（注１）従業員とは、常時使用する従業員（３カ月以上の期間を定めて継続雇用されている方）をい

います。ただし、次に掲げる方を除きます。 
１ 法人企業の役員 

２ 個人企業の事業主及び家族従業員 

３ 新聞販売業、ビル清掃業等のアルバイトや短時間勤務者 

４ 水産加工業、土建業等にみられる季節工事期間に限り雇用される労務者 

（注２）借入申込時点において従業員がいない場合は、「増加」のみが対象となります。 
（注３）「福島復興再生特別措置法（平成24年法律第25号）第27条に定める避難指示・解除区域が所在

した市町村」とは、田村市、南相馬市、伊達郡川俣町、双葉郡広野町、同郡楢葉町、同郡富岡町、

同郡川内村、同郡大熊町、同郡双葉町、同郡浪江町、同郡葛尾村及び相馬郡飯舘村をいいます。 

（令和３年４月） 



 

令和  年  月  日 

 株式会社日本政策金融公庫  御中 

                              住    所 

商号又は名称                

代 表 者 名 

設備投資計画書 

１ 事業計画の概要 

 

 

２ 設備投資の時期 

開始予定時期：令和   年   月  ⇒  完了予定時期：令和   年   月 

 

３ 投資内容 

投 資 内 容 資  金  調  達 

                     千円 公庫                   千円 

 千円 民間金融機関               千円 

 千円 自己資金                 千円 

 千円  千円 

 千円  千円 

合 計                 千円 合 計                 千円 

 

４ 収支目標                                     (単位：千円) 

 直近期 計画完了後 

付加価値額（①＋②＋③）   

売上高   

 
売上原価   

一般管理費   

営業利益①   

人件費②   

減価償却費（注）③   

（注）減価償却費にはリース費用を算入します。 

（３．４） 


